
東京都カーボンクレジットマーケット等
のご紹介



脱炭素化の取組
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○ 脱炭素化は企業経営を行うに当たり、重要な経営戦略の一つに

■脱炭素化は、コスト削減に加えて、業績向上・人材獲得・資金調達にも寄与

■カーボンクレジットの活用により、自社によるCO2削減が困難な排出量の脱炭素が可能

➢ カーボンクレジットの活用は、企業にとって脱炭素化の取組の有効な選択肢

出典：環境省ＨＰ（脱炭素ポータル）「中小規模事業者様向けの『脱炭素経営のすゝめ』」より東京都作成

〔脱炭素経営に取り組む５つのメリット〕



カーボンクレジットの大まかな分類
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〇①国連・政府が主導し運営される制度と、➁民間セクターが主導し運営される制度

（ボランタリークレジット）が存在

出典：経済産業省「カーボン・クレジット・レポートの概要」（2022年6月）より東京都作成

〔カーボンクレジットの分類〕



海外ボランタリークレジットの特性

4出典：経済産業省「カーボン・クレジット・レポートを踏まえた政策動向」（2024年3月）より東京都作成

〔主要な海外ボランタリークレジットの発行量推移〕 〔CBL-Marketにおける取引量、平均単価の推移（年次）〕

〇J-クレジットと比較し、取引量が豊富、プロジェクトが多彩、価格が安いものが多い傾向

■海外ボランタリークレジットには、企業の脱炭素に貢献するポテンシャル

単位：百万t-CO2e



海外ボランタリークレジットの活用に当たってのハードル
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〔海外ボランタリークレジットの取引スキーム〕

○海外ボランタリークレジットを活用するに当たっては、ハードルが存在

■言語の壁
・海外ボランタリークレジットに関する情報の多くは、英語で表示

■クレジット認証機関毎に口座開設が必要

・海外ボランタリークレジットの取引には、クレジット認証機関毎に口座開設が必要（英語対応）

出典：東京都作成



東京都カーボンクレジットマーケットの概要①

6〔取引システムスキーム図・特徴〕 出典：東京都作成

〇国内外のカーボンクレジットを容易に取引できる独自の取引システムを本年３月に開設

■日本語表示

・海外ボランタリークレジットについても、必要な情報を日本語で表示

■クレジット認証機関毎の口座開設が不要

・クレジットをトークン化することで、購入者の口座開設を不要に

■取引の信頼性向上

・ブロックチェーン技術の活用により、取引に関する信頼性や透明性も確保



東京都カーボンクレジットマーケットの概要②
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■利用対象者

・国内の法人、任意団体

■登録・利用方法
・システムウェブサイト内の「ログイン・新規登録」から利用登録手続きを実施
システムウェブサイトＵＲＬ：https://carbon-market.metro.tokyo.lg.jp/

■登録・利用料

・無料

■取引システムで取り扱うクレジット

・J-クレジット、海外ボランタリークレジット

〔取引システムスキーム図・特徴〕（再掲） 出典：東京都作成

https://carbon-market.metro.tokyo.lg.jp/


システム画面イメージ①

8出典：東京都作成

〔クレジットの一覧を表示する画面〕

プロジェクトの地域や内容等で
フィルタリング・ソートが可能

「A」、「BBB」
等の格付情報が
参照可能



システム画面イメージ②

9出典：東京都作成

〔クレジットの詳細を表示する画面〕

格付の根拠に
関する情報が閲覧可能

どの地域で、
どのような手法により

ＣＯ２が削減されたのか等
の詳細な情報が閲覧可能



カーボンクレジット活用促進事業
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■対象事業者

・都内に事務所又は事業所を有する事業者（民間企業、学校法人、医療法人等）

■助成対象
・東京都カーボンクレジットマーケットで購入したクレジットによる温室効果ガス（GHG）の
オフセットを通じた製品・イベント等のブランディング及びプロモーションの取組

■対象経費

■申請手続き（申請期限：令和７年12月26日）
・東京都環境公社ウェブサイトから募集要項等をご覧いただき、
申請期限までに申請受付窓口へ必要書類を提出

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/creditoffset_pr

【例】・製品を作る工程で排出したCO2をクレジットで埋め合わせ、環境に優しいブランドとしてＰＲ

 ・コンサートで排出するCO2をクレジットで相殺して、カーボンニュートラルなイベントとしてＰＲ

対象事業者 助成対象経費 助成率 助成上限額

中小企業

・製品等に係るGHG排出量の算定に要する経費

・ ブ ラ ン デ ィ ン グ 及 び プ ロ モ ー シ ョ ン の企画
立案等に係るコンサルティングに要する経費
・プロモーション実施に要する経費

３分の２ 200万円

中小企業以外 ・プロモーション実施に要する経費 ２分の１ 100万円

https://www.tokyo-co2down.jp/subsidy/creditoffset_pr
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